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（案）

江戸川河川事務所における災害時等応急対策業務（測量・地質調査
・治水対策検討等）に関する協定書

国土交通省関東地方整備局江戸川河川事務所長（以下「甲」という。）と○○○○株式
会社（以下「乙」という。）とは、洪水・地震・水質事故等で発生した災害（以下「災害」
という。）における応急対策業務（以下「業務」という。）の実施に関し、次のとおり協
定を締結する。

（目 的）
第１条 この協定は、江戸川河川事務所の管理区間内（以下「管内」という。）において、

災害が発生した場合に、被害施設の早期復旧と被害拡大防止に資することを目的
とする。

（業務の実施区域）
第２条 業務の実施区域は、管内の河川とする。

（業務の内容）
第３条 甲は、管内で災害が発生した場合の緊急的な対策工事等の実施に必要な現地調

査・測量及び設計等資料作成が必要と認める時は、乙に出動を要請することがで
きるものとする。
２ 乙は、前項の要請があった時は、甲の指示により該当箇所における現地調査・
測量及び設計等の資料作成を実施するものとする。

（出動の要請）
第４条 甲は、乙に対し第２条の業務の実施区域で発生した災害等に応じ、本業務を実

施するための出動を書面又は、電話等の方法により要請するものとする。
２ 乙は、前項の出動要請の連絡を受ける者を、あらかじめ書面により甲に報告す
るものとする。また変更が生じた場合、遅滞なく書面により甲に報告するものと
する。

（契約の締結）
第５条 甲は、乙に前条の出動要請した場合は、遅滞なく随意契約を締結するものとす

る。

（業務の実施及び報告）
第６条 乙は、第４条に基づく出動要請があった場合には、直ちに出動し、業務を実施

するものとする。
２ 業務の直接の指示は、江戸川河川事務所所属職員のうち甲が指定する者（以下
「指示者」という。）が行うものとし、乙はその指示に従うものとする。
３ 甲は、前項による指示者を決定したときは、遅滞なく乙に通知するものとする。
４ 乙の責任者は、出動後遅滞なく業務の状況を甲に報告し、概略とりまとめ資料
を必要に応じて指示者等に提出するものとする。
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（業務の完了）
第７条 乙は、業務が完了したときは、直ちに指示者に対して、口頭並びに書面により

完了報告を行うとともに、実施した業務の内容及び出動人員等を書面により甲に
報告するものとする。

（乙の責務）
第８条 乙は、業務履行にあたっては、業務の意図及び目的を充分に理解した上で遂行

に努めなければならない。
２ 業務の実施にあたっては、諸法規を遵守し作業の安全を図るとともに、指示
者と密接な連絡をとり業務を遂行しなければならない。

（機密の厳守）
第９条 乙は、業務の実施により生じる全ての成果品等を許可なく他に公表及び貸与し

てはならない。また、業務実施中に知り得た情報を他に漏らしてはならない。

（土地への立ち入り）
第10条 業務遂行のため民地等に立ち入る場合は、あらかじめ身分証明書の交付を受け、

常に携行するとともに、関係者に誠意を持って接しなければならない。

（有効期限及び効力）
第11条 本協定の有効期限は、協定締結の日から令和○年○月○日までとする。

２ 協定締結時に乙が有していた、一般競争参加資格が失効した場合、失効日を
もってこの協定も失効する。

（その他）
第12条 この協定に定めのない事項又は、疑義を生じた事項については、その都度甲・

乙協議して定めるものとする。

この協定締結の証として、本書２通を作成し、甲・乙記名押印の上、それぞれ１通保
有するものとする。

令和３年６月２２日

甲 国土交通省 関東地方整備局
江戸川河川事務所長 岩見洋一

乙 ○○○○○○
○○○○○ ○○○○○


